
2021年7月８日以降に、岐阜県以外の都道府県から岐阜県
へ移住し、5年以上継続して居住する意思のある方

移住支援金の額
単身者：３０万円、世帯：５０万円

清流の国ぎふ移住支援補助金の交付までの流れ

公募開始 支援金
支給

移住後１か月以上
就業又は起業後１か月以上

移住（住民票の異動）

審査
交付
決定

県の移住
相談窓口
への相談

岐阜県へ移住される方へ！

申請のタイミングにご注意ください！

申請対象者

詳しい要件は
裏面をご確認ください。

岐阜県内へ移住する方を応援します！

・就業・起業後１か月以上
・勤務先を変更せず、通勤又は県内においてテレワークを行う場合は移
住後１か月以上

・申請は、Ｒ４.２.１５（火）まで

県が発行する
相談の受付番号を
受理

就業
又は起業

県地域振
興課へ
交付申請

【場所】東京都千代田区有楽町2-10-1 東京交通会館8階（NPO法人ふるさと回帰支援センター内）
【時間】10:00～18:00（休館日：月曜日、祝日、夏季、年末年始）
【TEL】080-7749-3317【メール】gifu@furusatokaiki.net 

【場所】愛知県名古屋市東区東桜1-11-1（オアシス21「GIFTS PREMIUM」内）
【時間】元旦及び祝祭日を除く火曜日～土曜日（第１・第４日曜日の前日の土曜日を除く。）

及び第１・第４日曜日の10:00～18:30
【TEL】090-2619-2102【メール】iju@gifu-turn.net 

（大阪ふるさと暮らし情報センター）
【場所】大阪府大阪市中央区本町橋2-31 シティプラザ大阪１階
【時間】火、木、第３土曜日（第３土曜日の属する週の木曜日は休み）10:00～18:00
【TEL】090-4083-0231【メール】gifu-iju@yamamori.site

※予算額に達した時点で交付申請の受付を終了します。
※必ず県ホームページ内より事前チェックアンケートを実施した後に、県の相

談窓口へ相談し、県が発行する受付番号を受理してください（電話、オンラ
イン可）。申請書の作成時に必要となります。

※特に、ご家族で移住される若者（３９歳以下）や過疎地域に移住される方を
歓迎します。

【過疎地域】飛騨市、下呂市、関ケ原町、揖斐川町、七宗町、八百津町、白川町、東白川村、白川村、
高山市（旧清見村、旧荘川村、旧久々野町、旧朝日村、旧高根村、旧上宝村）、関市（旧洞戸村、旧板取村、旧武
儀町、旧上之保村）、中津川市（旧長野県山口村、旧坂下町）、恵那市（旧山岡町、旧明智町、旧串原村、旧上矢
作町）、山県市（旧美山町）、本巣市（旧根尾村）、郡上市（旧八幡町、旧美並村、旧明宝村、旧和良村）

【場所】大阪府箕面市彩都粟生南1-17-26（彩都やまもりふるさと交流サロン内）
【時間】9:00～17:00 （休館日 月・火曜日、年末年始等）相談員対応日 (※原則 日・月曜日は休み)
【TEL】090-4083-0231 / 072-737-5421【メール】gifu-iju@yamamori.site

岐阜県清流の国推進部地域振興課移住定住係 電話：058-272-8078    E-mail：c11143@pref.gifu.lg.jp R3.7.8版

【東京】 担当：岩瀬 千絵

県の相談窓口（清流の国ぎふ移住・交流センター）

【名古屋】担当：後藤 亜子

【大阪】担当：関 由美子

要件の事前
チェック
（県HPより）

※東日本（中部を除く都道県）から移住される方

※西日本（中部を除く府県）から移住される方

※中部（愛知県、三重県、富山県、石川県、福井県）から移住される方

※東京23区に在住又は
通勤されている方、
林業に就業される方は、
より支援金額の大きい
制度がありますので
ご活用ください。



清流の国ぎふ移住支援補助金の対象 チェックリスト

（共通）

□ 住民票を移した日の直前５年間、岐阜県以外の都道府県（以下「県外」という。）に在住していた。

□ 令和３年７月８日以降に県内に転入した。

□ 移住支援金の交付申請時において、県内への転入後１か月以上経過している。

□ 移住支援金の交付申請の日から５年以上継続して県内に居住する意思がある。

⇒ ５年以内に転出した場合等、支援金の返還対象となる可能性がありますのでご注意ください。

□ 県内への転入が、転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更に伴うものではなく、新型コロナウイルス

感染症の感染拡大により、地方で生活し、働くことを自らの意思で選択して行われたものである。

□ 県の移住相談窓口において移住に関する相談を行っている（６桁の受付番号を受理している。）。

□ 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でない。

□ 日本人又は外国人であって永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者若しくは特別永住者のい

ずれかの在留資格を有する者である。

□ 県又は市町村が実施する移住定住施策への協力（各種移住定住に係る調査及びインタビュー､清流の国ぎふ

暮らしセミナーの講師及び清流の国ぎふ移住定住サポーターへの就任等）をする。

□ 移住の目的、経緯、現状等に関するレポートを提出する（申請時から移住５年目まで各年）。

□ 類似の事業（東京圏からの移住支援事業補助金、岐阜県林業就業移住支援事業補助金など）の支給を受けて

いない、又は受ける予定が無い。

（就業）

□ 就業先が、県内に事業所を有する法人、団体又は個人（以下「法人等」という。）で雇用保険の適用事業主

であるものである（県外の法人等に勤務する場合であって、その勤務先を変更せず、県内から通勤し、又は

県内においてテレワークを行うときを含む。）。

□ 週２０時間以上の無期雇用契約に基づいて法人等に就業し、移住支援金の交付申請時において当該法人等に

連続して１か月以上在職している。

□ 県内に事業所を有する法人等に、移住支援金の交付申請の日から５年以上継続して勤務する意思を有してい

る（県外の法人等に勤務する場合であって、その勤務先を変更せず、県内から通勤し、又は県内においてテ

レワークを行うときを含む。）。

□ 就業先の法人等が、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号第２

条）に定める風俗営業者でない。

□ 就業先の法人等が、暴力団等の反社会的勢力でない又は反社会的勢力と関係を有していない。

（起業）

□ 県内で法人登記または個人事業の開業の届出をしている。

□ 移住支援金の交付申請時において当該事業を１か月以上継続している。

□ 事業の実施計画が確認できる書類を提出する。

□ 起業する事業が、公序良俗に反する事業でない。

□ 起業する事業が、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号第２条）

に定める風俗営業等でない。

下記の項目に全て当てはまる場合、移住支援金の対象となる可能性がありますので、
県の相談窓口にてご確認ください。

事前チェック、申請に関する要綱や申請書様式のダウンロードはこちら。

岐阜県ＨＰトップ > くらし・防災・環境 > ＮＰＯ・地域振興
> まちづくり・移住定住

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/157496.html

(QRコード)

(QRコード)


